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＜今週のトピックス＞ 

NY レジ袋の廃止 

過剰包装といわれる日本の外に一歩出ると、包装は実に簡素なものと感じられる方も

多いのではないでしょうか。 

アメリカでは、基本的に、デパートなどで買い物をしてもビニール製のショッピング

バッグに放り込まれます。スーパーマーケットのレジ袋は、耐久性が低く、2 枚重ねで

も破れるのではないかと思うほど粗悪なものも多いです。 

 

ニューヨーク州では、3 月 1 日、小売業者に

よる単発のビニール袋の配布が禁止されまし

た。「Bag Waste Reduction Law／袋の廃棄物

削減法」と呼ばれるこの新しい法律の対象にな

るのは、州の消費税を徴収する許可証を持って

いる小売業者全般になります。 

お客様（消費者）は、自分のエコバッグ等を

持参するか、5 セントを出して、紙製のショッ

ピングバッグを買わないといけなくなります。

薬局で処方箋の薬を出す場合や、野菜などを小

分けにする際の小型のビニール袋などいくつか

の例外はあるようですが。紙袋として徴収した

5 セントのうち 2 セントはリユーサブルバッグ

配布のプログラムに、3 セントは州の環境保護

基金へと充てられます。 

 

この法律の背景をみてみると、発端は、2017 年 3 月に、今、日本でも話題のニュー

ヨーク州知事、アンドリュー・クオモ氏が、ニューヨーク州環境保護庁のセゴス氏をリ

ーダーとした、「New York Plastic Bag Task Force／ニューヨーク州ビニール袋対応
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委員会」を設立したことに始まります。ニューヨーク州環境保護局は、州内で年間 230

億枚のレジ袋が使われていると推定。この委員会のメンバーたちが、一度だけ使用され

廃棄処分となるビニール袋の川や湖など自然環境に与える悪影響について研究報告を何

度か重ねた末に、今回のビニール袋の配布禁止令が施行されることになったようです。 

 

ウォール・ストリート・ジャーナルは、今回の

レジ袋禁止の混乱について、次のとおり、報じて

います。 

ブルックリン区のとある青果店では 4 カ国語で

「エコバッグを持参」するよう呼び掛けるボード

を掲示。紙袋も用意しますが、経費はプラ製の７

倍強にもなります。店側としては、エコバッグを

持参するのが面倒な消費者がオンラインストアに

流れることを懸念しています。他の小売業者から

は「使用禁止を知らない客が怒り出して商売に響

く」「大量に余ったレジ袋の処分はどうするの

か」といった声も上がっているようです。 

 

このレジ袋の廃止は、アメリカのなかでは、カリフォルニア州、オレゴン州に続き、

ニューヨーク州が３番目になります。ハワイは、州全体ではなく、オアフ島など一部で

禁止されているようです。カリフォルニア州、ニューヨーク州という二大経済大州がこ

の法律を取り入れたことが、アメリカの残りの州にどう影響を与えるのでしょうか。 

日本でも、今年の 7 月 1 日から、レジ袋の有料化が開始されます。 

世界では、すでに、レジ袋の廃止や有料化が行われている国・地域が約 70 か所もある

ようです。今回のニューヨーク州は、その一例でしたが、目を転じて、他の国や地域で

の取組みに注目しても良いと思います。 

 

 

 

  （出所：New York State, Wall Street Journal） 
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